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10月（神無月） OCTOBER

13日・体育の日

電子証明書を取得した個人が、平成19年分
または20年分の所得税確定申告で電子申告し
た場合に、最高5千円の税額控除が受けられ
る制度（いずれかの年分のみに適用）。国税
庁のアンケート調査結果によると、電子申告
を行った理由の3位に、「電子証明書等特別控
除制度ができたから」があげられています。

国　税／9月分源泉所得税の納付 10月10日

国　税／特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

10月15日

国　税／8月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 10月31日

国　税／2月決算法人の中間申告 10月31日

国　税／11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合）10月31日

地方税／個人の道府県民税及び市町村民税の第3期分

納付 市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（7月～9月分）10月31日

労　務／労災の年金受給者の定期報告

（7月～12月生まれ）10月31日

電子証明書等特別控除

1 0 月 の 税 務 と 労 務
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老
齢
給
付
（
老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢

厚
生
年
金
）
を
受
け
る
た
め
に
は
、
老

齢
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期
間
（
原
則

と
し
て
、
公
的
年
金
に
加
入
し
た
期
間

が
二
五
年
以
上
あ
る
こ
と
）
を
満
た
し

て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の

「
二
五
年
以
上
」
と
い
う
期
間
に
は
、
保

険
料
納
付
済
期
間
は
も
ち
ろ
ん
、
保
険

料
免
除
期
間
、
合
算
対
象
期
間
も
含
ま

れ
ま
す
。
た
だ
し
、
合
算
対
象
期
間
に

つ
い
て
は
年
金
額
に
は
反
映
さ
れ
ま
せ

ん
（
い
わ
ゆ
る
「
カ
ラ
期
間
」
で
す
）。

こ
の
カ
ラ
期
間
の
主
な
も
の
と
し
て

次
の
期
間
が
あ
り
ま
す
。

１
　
被
用
者
年
金
制
度
（
厚
生
年
金
保

険
、
共
済
組
合
等
）
に
加
入
し
た

期
間

次
の
期
間
は
、
カ
ラ
期
間
と
な
り
ま

す
。①

昭
和
三
十
六
年
四
月
以
後
の
被

用
者
年
金
制
度
の
加
入
期
間
の
う

ち
二
〇
歳
前
の
期
間
と
六
〇
歳
以

後
の
期
間

②

昭
和
三
十
六
年
三
月
以
前
の
厚

生
年
金
保
険
等
の
被
保
険
者
期
間
。

た
だ
し
、
昭
和
三
十
六
年
四
月
以

後
に
公
的
年
金
の
加
入
期
間
が
あ

る
人
に
限
ら
れ
ま
す
。

③

昭
和
三
十
六
年
四
月
ま
で
継
続

し
て
い
る
昭
和
三
十
六
年
三
月
以

前
の
共
済
組
合
の
組
合
員
の
期
間

２
　
結
婚
後
専
業
主
婦(

被
用
者
年
金
制

度
の
配
偶
者)

で
あ
っ
た
期
間

昭
和
三
十
六
年

四
月
か
ら
昭
和
六

十
一
年
三
月
ま
で

は
、
被
用
者
年
金

制
度
の
加
入
者
の

配
偶
者
で
、
二
〇

歳
以
上
六
〇
歳
未

満
の
人
は
国
民
年

金
に
は
任
意
加
入

の
扱
い
と
な
っ
て

い
ま
し
た
の
で
、

任
意
加
入
し
な
か

っ
た
期
間
は
カ
ラ

期
間
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
昭
和
六

十
一
年
四
月
以
後

の
期
間
は
、
国
民

年
金
の
第
三
号
被

保
険
者
（
サ
ラ
リ

ー
マ
ン
や
公
務
員

の
被
扶
養
配
偶
者
）

と
な
り
実
際
に
は
保
険
料
を
支
払
わ
な

く
て
も
保
険
料
納
付
済
期
間
と
し
て
カ

ウ
ン
ト
さ
れ
、
老
齢
基
礎
年
金
に
反
映

さ
れ
ま
す
。

３
　
年
金
受
給
者
と
そ
の
配
偶
者
の
期

間
被
用
者
年
金
制
度
な
ど
か
ら
支
給
さ

れ
る
老
齢
（
退
職
）
年
金
の
受
給
権
者

ま
た
は
受
給
資
格
期
間
を
満
た
し
た
人

と
そ
の
配
偶
者
、
障
害
年
金
の
受
給
権

者
と
そ
の
配
偶
者
、
遺
族
年
金
の
受
給

権
者
に
つ
い
て
は
、
昭
和
六
十
一
年
三

月
ま
で
は
任
意
加
入
者
と
さ
れ
て
い
ま

し
た
の
で
、
任
意
加
入
し
な
か
っ
た
昭

和
三
十
六
年
四
月
か
ら
昭
和
六
十
一
年

三
月
ま
で
の
期
間
の
う
ち
二
〇
歳
以
上

六
〇
歳
未
満
の
期
間
は
カ
ラ
期
間
と
さ

れ
ま
す
。

４
　
脱
退
手
当
金
を
受
け
た
期
間

厚
生
年
金
保
険
ま
た
は
船
員
保
険
の

脱
退
手
当
金
を
受
け
た
期
間
（
退
職
す

る
と
き
に
一
時
金
と
し
て
受
け
て
し
ま

っ
た
期
間
）
に
つ
い
て
は
、
老
齢
に
関

す
る
給
付
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
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ん
。た

だ
し
、
昭

和
六
十
一
年
三

月
ま
で
に
厚
生

年
金
保
険
等
の

脱
退
手
当
金
を

受
け
た
人
が
、

昭
和
六
十
一
年

四
月
か
ら
六
五

歳
に
達
す
る
日

の
前
月
ま
で
の

間
に
、
就
職
し

た
り
、
被
扶
養

配
偶
者
と
な
っ

た
り
あ
る
い
は

自
営
業
者
と
な

っ
た
場
合
（
保

険
料
納
付
済
期

間
）、
ま
た
は
障

害
者
と
な
っ
た

場
合
（
保
険
料

免
除
期
間
）
な

ど
は
、
そ
の
脱

退
手
当
金
の
計
算
の
基
礎
と
な
っ
た
期

間
の
う
ち
昭
和
三
十
六
年
四
月
以
後
の

期
間
が
カ
ラ
期
間
と
さ
れ
ま
す
。

ち
な
み
に
、
昭
和
六
十
一
年
四
月
一
日

以
後
に
脱
退
一
時
金
を
受
け
た
場
合
は
、

カ
ラ
期
間
で
は
な
く
、
年
金
制
度
に
未

加
入
で
あ
っ
た
期
間
と
さ
れ
ま
す
。

５
　
海
外
在
住
期
間

海
外
在
住
期
間
は
、
制
度
上
任
意
加

入
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、

任
意
加
入
し
て
い
れ
ば
、
六
五
歳
か
ら

そ
の
保
険
料
を
支
払
っ
た
期
間
に
応
じ

て
老
齢
基
礎
年
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
が
、

任
意
加
入
し
て
い
な
い
場
合
は
カ
ラ
期

間
と
さ
れ
、
年
金
額
に
は
反
映
さ
れ
ま

せ
ん
。

な
お
、
海
外
在
住
者
の
昭
和
三
十
六

年
四
月
か
ら
昭
和
六
十
一
年
三
月
ま
で

の
間
は
、
国
民
年
金
に
お
い
て
は
適
用

除
外
と
さ
れ
て
い
た
た
め
、
こ
の
期
間

（
二
〇
歳
以
上
六
〇
歳
未
満
の
期
間
）
に

つ
い
て
も
カ
ラ
期
間
と
さ
れ
ま
す
。

６
　
日
本
国
籍
を
取
得
し
た
場
合
等

日
本
国
籍
を
取
得
し
た
人
ま
た
は
永

住
許
可
を
受
け
た
人
に
つ
い
て
は
、
昭

和
三
十
六
年
四
月
か
ら
昭
和
五
十
六
年

十
二
月
ま
で
の
在
日
期
間
の
う
ち
日
本

国
籍
を
取
得
す
る
前
の
期
間
は
、
国
民

年
金
の
適
用
除
外
と
な
っ
て
い
て
任
意

加
入
も
で
き
な
い
期
間
で
し
た
の
で
、

こ
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
二
〇
歳
以
上

六
〇
歳
未
満
の
期
間
に
限
り
カ
ラ
期
間

と
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
人
な
ど
の
来
日
前

の
海
外
居
住
期
間
の
う
ち
、
昭
和
三
十

六
年
四
月
か
ら
日
本
国
籍
を
取
得
し
た

日
な
ど
の
前
日
ま
で
の
二
〇
歳
以
上
六

〇
歳
未
満
も
カ
ラ
期
間
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

７
　
学
生
で
あ
っ
た
期
間

任
意
加
入
で
き
る
期
間
の
う
ち
任
意

加
入
し
な
か
っ
た
昭
和
三
十
六
年
四
月

か
ら
平
成
三
年
三
月
ま
で
の
学
生
で
あ

っ
た
間
で
あ
っ
て
、

そ
の
う
ち
二
〇
歳

以
上
六
〇
歳
未
満

の
期
間
は
カ
ラ
期

間
と
さ
れ
て
い
ま

す
。ち

な
み
に
、
平

成
三
年
四
月
以
降

は
、
国
民
年
金
の

第
一
号
被
保
険
者

（
強
制
加
入
）
と
な

り
ま
す
が
、
一
定

要
件
を
満
た
し
た

と
き
に
は
、
申
請

す
る
こ
と
に
よ
り
、

指
定
す
る
期
間
の

保
険
料
に
つ
い
て

納
付
し
な
く
て
も

よ
い
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
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通
勤
災
害
保
護
制
度
の
見
直
し
が
行

わ
れ
、
本
年
四
月
か
ら
、
逸
脱
ま
た
は

中
断
の
間
を
除
き
、
通
勤
災
害
保
護
制

度
の
対
象
と
な
る
日
常
生
活
上
必
要
な

行
為
と
し
て
、「
要
介
護
状
態
に
あ
る

配
偶
者
（
事
実
婚
を
含
む
）、
子
、
父

母
、配
偶
者
の
父
母
な
ら
び
に
同
居
し
、

か
つ
、
扶
養
し
て
い
る
孫
、
祖
父
母
お

よ
び
兄
弟
姉
妹
の
介
護
」
が
追
加
さ
れ

ま
し
た
。

要
介
護
状
態
と
は
、
ケ
ガ
・
病
気
ま

た
は
身
体
上
も
し
く
は
精
神
上
の
障
害

に
よ
り
、
二
週
間
以
上
の
期
間
に
わ
た

り
常
時
介
護
を
要
す
る
状
態
を
い
い
、

「
常
時
介
護
を
必
要
と
す
る
状
態
に
関

す
る
判
断
基
準
」
に
基
づ
き
判
断
さ
れ

ま
す
。

こ
の
介
護
は
、
労
働
者
が
継
続
的
に

ま
た
は
反
復
し
て
行
う
こ
と
を
要
件
と

し
、
介
護
が
労
働
者
本
人
に
と
っ
て
日

常
生
活
上
必
要
な
行
為
で
あ
り
、
通
常

は
他
の
人
が
行
っ
て
い
る
家
族
の
介
護

を
た
ま
た
ま
代
わ
っ
て
行
う
こ
と
ま
で

は
認
め
て
い
ま
せ
ん
。

基本手当の日額、雇用継続給付の支給限度
額等が、次のとおり変更されました。
① 賃金日額及び基本手当日額（（ ）内）
の上限額
30歳未満、65歳以上 12,730円

→12,660円（6,365円→6,330円）
30歳以上45歳未満 14,140円

→14,060円（7,070円→7,030円）
45歳以上60歳未満 15,550円

→15,460円（7,775円→7,730円）
60歳以上65歳未満 15,060円

→14,980円（6,777円→6,741円）
なお、下限額は次のとおりです。
賃金日額　2,070円 →2,060円

基本手当日額1,656円→1,648円
②　高年齢雇用継続基本給付金

339,235円→337,343円
③　育児休業基本給付金

127,260円→126,540円
④　介護休業給付金の上限額

169,680円→168,720円

給付基礎日額の年齢階層別
の最低・最高限度額が変更

平成20年８月（１日）から平成21年７月

（31日）までの間に用いられる労災保険の年齢

階層別の給付基礎日額の最低・最高限度額が

この７月に告示されています（下表参照）。

この改定の対象となるのは、療養を開始し

た日から起算して１年６か月を経過した後に

支給される休業補償給付（業務上災害）及び

休業給付（通勤災害）に係る休業給付基礎日

額と年金給付基礎日額です。

これに係る年齢は、休業（補償）給付の場

合は、休業（補償）給付を支給すべき事由が

生じた日の属する四半期の初日、年金給付基

礎日額の場合は、年金たる保険給付を受ける

被災労働者（遺族（補償）年金を受ける場合

は、労働者が生存していると仮定して決定）

の８月１日における年齢です。

雇用保険の給付額が変更
通
勤
災
害
の
対
象
者
の
拡
大


